
 

京都府家畜伝染病等対策本部等設置要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第２条第２項に規
定する家畜伝染病並びに、発生の予防及びその他まん延の防止のための措置を講じ
る必要がある家畜の伝染性疾病（以下「家畜伝染病等」という。）に対する全庁で
の総合的な対策を関係部局の緊密な連携の下に講じるための京都府家畜伝染病等対
策本部（以下「府対策本部」という。）、京都府家畜伝染病等現地対策本部（以下
「現地対策本部」という。）、京都府家畜伝染病等警戒本部（以下「府警戒本部」
という。）及び京都府家畜伝染病等現地警戒本部（以下「現地警戒本部」という。
）について、必要な事項を定めるものとする。 

 
（府対策本部等の設置） 
第２条 家畜伝染病等の発生状況が別表１の設置基準に定める条件を満たしたとき、
関係部局の緊密な連携の下に、総合的な対策を迅速かつ的確に講じるため、府対策
本部及び現地対策本部又は府警戒本部及び現地警戒本部を設置する。 

 
（府対策本部の組織） 
第３条 府対策本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 
２ 本部長は、知事又は知事の指名する者をもって充てる。 
３ 副本部長は、副知事をもって充てる。 
４ 本部員は、別表２に掲げる職にある者及び広域振興局長をもって充てる。 
 
（本部長の職務） 
第４条 本部長は、対策本部の事務を総理する。 
２ 本部長に事故があるときは、あらかじめ定めた順位に基づき、その職務を代理す
る。 

 
（対策本部会議） 
第５条 府対策本部の会議は、本部長が必要と認めたときに、本部長が招集する。 
２ 本部長が必要と認めたときは、府対策本部以外の関係者の出席を求め、意見を聴
くことができる。 

 
（審議事項） 
第６条 府対策本部は、家畜伝染病等に関し、次に掲げる事項について審議し、総合
的な対策を決定するものとする。 
（１）指揮命令系統の確立に関すること。 
（２）感染拡大防止、広報啓発等の企画・調整に関すること。 
（３）国、他府県及び市町村との連絡調整に関すること。 
（４）関係情報の総合収集・分析に関すること。 
（５）現地対策本部との連絡調整に関すること。 
（６）その他重要な家畜伝染病等の対策に関すること。 
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（専門家会議の設置） 
第７条 本部長は、家畜伝染病等の対策に関する技術的事項を検討するため、専門的
知識を有する学識経験者等で構成する専門家会議を置くことができる。 

２ 専門家会議を構成する学識経験者等は、本部長が委嘱する。 
 
（現地対策本部の組織） 
第８条 現地対策本部は、現地本部長及び現地本部員をもって構成する。 
２ 現地本部長は、京都府広域振興局長をもって充てる。 
３ 現地本部員は、地域の実情に応じ、あらかじめ京都府広域振興局長が決定してお
く。 

 
（府警戒本部） 
第９条 府警戒本部は、警戒本部長及び警戒本部員をもって構成する。 
２ 警戒本部長は、副知事をもって充てる。 
３ 警戒本部員は、警戒本部長が本部員となるべき者のうちから指名する者及び広域
振興局長をもって充てる。 

 
（現地警戒本部の組織） 
第10条 現地警戒本部は、現地警戒本部長及び現地警戒本部員をもって構成する。 
２ 現地警戒本部長は、京都府広域振興局長をもって充てる。 
３ 現地警戒本部員は、地域の実情に応じ、あらかじめ京都府広域振興局長が決定し
ておく。 

 
（庶務） 
第11条 府対策本部及び府警戒本部の庶務は、原子力防災課及び農政課において処理
する。 

２ 現地対策本部及び現地警戒本部の庶務は、京都府広域振興局において、あらかじ
め定めた課が処理する。 

 
（府対策本部等の閉鎖） 
第12条 本部長は、別表１に定める府対策本部の設置条件となった事象が解消され、
府内における家畜伝染病等対策が概ね終了したときは、府対策本部を閉鎖する。 

２ 警戒本部長は、別表１に定める府警戒本部の設置条件となった事象が解消され、
府内への家畜伝染病等の拡大のおそれがないと判断したときは、府警戒本部を閉鎖
する。 

３ 現地対策本部及び現地警戒本部は、それぞれ府対策本部及び府警戒本部の閉鎖に
合わせて閉鎖する。 

 
（その他） 
第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 
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   附 則 
 この要綱は、平成１７年１月２４日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１８年２月２３日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１８年６月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１９年１月９日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月２１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年７月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年１０月２０日から施行する。 
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別表１ 家畜伝染病等と設置条件 

 

家畜伝染病等 設置条件 
 

府対策本部及び現地対策本部 
 

府警戒本部及び現地警戒本部 

高病原性鳥イン
フルエンザ及び
低病原性鳥イン
フルエンザ 

府内又は隣接府県の家きんで
発生したとき 

次に掲げるいずれかに該当すると
き。 
(1) 府内及び隣接府県以外の複数
都道県の家きんで発生し、その
感染経路や感染拡大状況から、
府内への感染拡大が予測される
とき 

(2) 府内又は隣接府県において野
鳥の検査で確定したとき 

豚熱及びアフリ
カ豚熱 

府内の家畜で発生したとき 次に掲げるいずれかに該当すると
き。 
(1) 隣接府県の家畜で発生したと
き 

(2) 府内において野生いのししの
検査で確定したとき 

(3) 隣接府県において野生いのし
しの検査で確定し、かつ、当該
いのしし発見場所から半径10km
圏内に本府が含まれるとき 

口蹄疫 府内又は隣接府県の家畜で発
生したとき 

次に掲げるいずれかに該当すると
き。 
(1) 隣接府県以外の他府県におい
て発生し、その感染経路や感染
拡大状況から、府内への感染拡
大が予測されるとき 

(2) 府内又は隣接府県において野
生動物の検査で確定したとき 

上記以外の家畜
伝染病等 

発生した家畜伝染病等の特性
に応じて上記のいずれかに準
ずる 

発生した家畜伝染病等の特性に応
じて上記のいずれかに準ずる 
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別表２ 
 
     企画理事 

危機管理監 
企画調整理事 

     知事室長 
     職員長 
     会計管理者 
     総務部長 
     総合政策環境部長 
     文化生活部長 
     健康福祉部長 
     商工労働観光部長 
     農林水産部長 
     建設交通部長 
     議会事務局長 
     監査委員事務局長 
     人事委員会事務局長 
     労働委員会事務局長 
     教育委員会教育長 
     警察本部長 


